




































第 2 章で観光市場における地域比較分析に関わる先行研究を紹介する。第 3 章では使用
30 
 
するデータの説明と Dagum によるジニ係数の要因分解手法の内容について述べる。第 4











す効果は 3～13 倍、成田空港の効果は 5 倍程度であること、③欧米と中国は宿泊県の周囲
の魅力に対する認識が小さい一方、韓国と台湾は宿泊県から比較的遠い県の魅力もその視
野に捉えることができることが示されている。 








同様に DEA 法を採用した研究として、平井（2011）があげられる。その内容は DEA を
援用し、各都道府県が訪日外客誘致をどの程度効果的に行なっているかを相対的に評価す































査は 2007 年 1 月から本格調査が実施され、その目的は宿泊旅行の実態を全国規模で把握す
ることであり、日本国内において宿泊業を営むホテル、旅館、簡易宿所、会社・団体の宿
泊所などの全宿泊施設を対象としている。都道府県、従業者数規模別層化抽出により、従
業者数 10 人以上の宿泊施設については全数調査が、10 人未満の場合には標本調査が実施さ
れている（抽出率は 10 人未満の宿泊施設については 3 分の 1、5 人未満の施設については
9 分の 1）。このような抽出方法は、平成 22 年 4～6 月調査から行われ、それ以前は従業者
数 10人以上の宿泊施設のみが対象であった。そこで、本稿においては経年比較の観点から、







































トル𝒚 = (𝑦1,𝑦2,⋯ , 𝑦𝑛)が 
𝒚＝ ��𝑦11,𝑦12,⋯ ,𝑦1𝑛1�, �𝑦21,𝑦22,⋯ ,𝑦2𝑛2�,⋯ , �𝑦𝑚1,𝑦𝑚2,⋯ ,𝑦𝑚𝑛𝑚�� = (𝒚𝟏,𝒚𝟐,⋯ ,𝒚𝒎) 































































2007 年 1 月から 2012 年 9 月までの全国の延べ宿泊者数と、同時期における 47 都道府県
のジニ係数を示したものが図 1 である。いずれも従業者数 10 人以上のデータを対象として
いる。全国の延べ宿泊者数については 2007 年の約 3 億 938 万人泊から 2010 年の約 3 億
4882 万人泊と 12.7％増加したものの、2011 年は東日本大震災の影響で約 3 億 3934 万人泊
となり、約 2.7％減少している。特に 2011 年 3 月（約 2409 万人泊、前年同月比 24.8％減）
と 4 月（約 2166 万人泊、前年同月比 17.0％減）は急激に下落した。しかしながら、2012
年 1～9 月期において延べ宿泊者数は約 2 億 6634 万人泊で、2011 年の同時期と比較すると
6.8％増加し、回復基調にある。 
 










































































































































































































































































年々において例外は存在するが、基本的には 8 月を最盛期（オン・シーズン）、逆に 1 月を
閑散期（オフ・シーズン）とする循環を繰り返している。しかしながら単調的な増減を繰





2007 年 1 月から 2012 年 9 月の約 6 年間でジニ係数の多くが 0.40～0.45 の範囲に収まり、
その平均値は 0.436 となっている。ジニ係数は頑健性を有し、短期的には大きな数値の変
化はみられないが、ある程度の傾向を読み取ることができる。つまり、地域格差の大きい








ジニ係数の最小値は 2011 年 5 月の 0.397 で、一方最大値は 2011 年 2 月の 0.461 である。 
2011 年 5 月については東日本大震災の影響による観光行動の自粛の風潮により、全国的に
宿泊者数が減少したため格差が縮小している。2011 年 2 月については東北新幹線の全線開
業による東北地方での延べ宿泊者数の増加の一方で、宮崎県や鹿児島県では前年に発生し
た口蹄疫問題により延べ宿泊者数が大きく落ち込んだことを背景としている。いずれにせ
よ、図 1 から 2007 年～2012 年 9 月までの期間でジニ係数は安定的に推移していることが
わかる。 
図 1 のジニ係数の結果は従業者数 10 人以上の宿泊施設を対象としているので、小規模な
施設は含まれていない。そのため実態を正確に把握していない可能性がある。上記でも述
べたように 2010 年第 2 四半期（4～6 月調査）から従業者数 10 人未満の施設も調査対象に
含まれているので、それらの数値を考慮したデータでジニ係数を再計算した。その結果、
2010年4月から2012年9月までのジニ係数の平均値は0.415となった。また最小値は0.372








たのが図 2 である 2。図 2 の計算結果も従業者数 10 人以上の宿泊施設を対象としている。
最も地域内格差が大きい地域は関東地方（ジニ係数の平均値 0.454）である。やはり東京都
とその他の県の間にある延べ宿泊者数の格差の大きさを反映している。2011 年の延べ宿泊
者数は東京都が 4153 万人泊であるのに対し、神奈川県 1633 万人泊、千葉県 1596 万人泊
と 2 倍以上である。関東地方における東京都の割合は 41.8％に達し、同地域の最下位であ

















































































































































































































































2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 










































































































































































































































2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 




はそれぞれ 0.409 と 0.403 となり、ほぼ同水準である。近畿地方の場合、大阪府、京都府、
兵庫県とそれ以外の県の格差が大きいことが数値に表れ、一方で北海道・東北地方の場合、
関東地方同様、北海道が 2729 万人泊と、4 割を超え、比較的一極集中に近い状態にある。 
その他、九州・沖縄地方 0.300、北信越地方 0.293、東海地方 0.260、中国地方 0.220、
四国地方 0.133 と地域内ジニ係数の平均値は計算される。最も格差の小さい地域は四国地
方であり、2011 年の延べ宿泊者数でみた場合、地域内第 1 位である愛媛県の割合は 33.8%
で、最下位である徳島県の割合の 15.9%と比較しても約 2 倍しか延べ宿泊者数の格差が生
じていない。これらの結果から格差の大きい群（関東地方、近畿地方と北海道・東北地方）、
中程度の群（九州・沖縄地方、北信越地方と東海地方）、小さい群（中国地方と四国地方）
の 3 つに分類できるといえる。 
図 2 を時系列的にみた場合、図 1 の 47 都道府県のデータと比較すると、地域内ジニ係数
のほうが動きが大きいことが読み取れる。全国の場合、前月比の変化率の平均値（絶対値




いても 47 都道府県のジニ係数の平均値（絶対値ベース）は 1.86％であるが、北信越地方の
それは 4.77％となり、同様に各地方のほうが浮き沈みが激しかった。この結果、全国 47 都
道府県のジニ係数は、地方のバラツキが平滑化された結果、算出されているといえる。 






～2 月にかけてジニ係数が高く、5 月、8 月、11 月でジニ係数が低かった。一方で中国地方
については、無相関（－0.042）となった。具体的には中国地方については 4 月や 9 月のジ





ニ係数は合計で 28 の組み合わせが考えられる。28 の組み合わせすべてについて、地域間ジ
ニ係数を計算したところ、最も地域格差が大きかったのは、「関東地方－四国地方間」（2007




間」（同平均値 0.591）となっている。つまり、上位 3 つの組み合わせからも四国地方は他
の地域と比較して格差が大きい、すなわち四国地方の延べ宿泊者数が低水準であることを
意味する。さらに上記の 4 つの組み合わせの時系列上の変化をみたのが図 3 である。 
 
図 3 地域間ジニ係数の上位 4 つの組み合わせの推移 
（延べ宿泊者数全体，従業者数 10 人以上） 
出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成。 
 
図 3 から、上位 4 つの組み合わせについて 2007 年 1 月から 2012 年 9 月までの期間につ
いてみた場合、地域格差は時系列的にみて、あまり変化していないことがわかる。「関東地
方－四国地方間」の場合、ジニ係数の年間平均値は 2007 年の 0.721 から 2010 年の 0.715
へとわずか 0.06 しか低下していない。2011 年については図 3 からもわかるように東日本大
震災の影響によりジニ係数は大幅に減少し、地域格差は縮小した。しかし 2012 年の数値を





いことがわかる。これらについても同様に時系列上の変化をみたのが図 4 である。 
図4からも2007年1月から2012年9月の地域間ジニ係数について減少傾向はみられず、
おおむね現状を維持していることがわかる。上位 4 つの組み合わせと同様、各年の平均値
を比較した場合、「中国地方－四国地方間」については 2007 年の 0.287 から 2010 年の 0.269
へと下落しているが、「九州・沖縄地方－北信越地方間」については 2007 年の 0.304 から
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図 4 地域間ジニ係数の下位 4 つの組み合わせの推移 
（延べ宿泊者数全体，従業者数 10 人以上） 
出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成。 
 
















よりも季節変動が大きくなる。2007 年から 2011 年にかけて、月々の延べ宿泊者数の平均
値を計算し、その最大値（いずれも 8 月）と最小値（50％以上の場合は 4 月、50％未満の
場合は 1月）の比率を求めた場合、観光目的が 50％以上の施設で 1.79倍であったのに対し、
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いる。50％未満の宿泊施設の延べ宿泊者数は 2007 年には約 1 億 3700 万人泊であったが、
2011 年には 1 億 6828 万人泊と 22.8％増加している。一方で 50％以上の場合、同期間にお
いてほとんど変化せず、ともに 1 億 7 千万人泊を超える水準にある。その結果、2007 年に
おいて延べ宿泊者数全体に占めるそれぞれの割合は観光目的 50％以上が 55.7％に対し、





観光目的 50％以上と 50％未満に分けて、47 都道府県の延べ宿泊者数についてジニ係数




と、観光目的 50％未満の場合、月々のジニ係数の年平均値は 2007 年が 0.541 であったが、
































































































































































































































































を説明する。地域格差が最も大きかったのは「関東地方－四国地方間」（2007 年 1 月から





















































































































































































































































格差の大きい上位 4 つの組合せの時系列上の変化についてまとめたのが図 7 である。図
７からもわかるように 2007 年からの変化をみた場合、一部の組合せで格差が拡大する傾向
にあることがわかる。例えば、2007 年から 2010 年の月別ジニ係数の年平均値は「関東地




図 7 地域間ジニ係数の上位 4 つの組み合わせの推移 









































































































































































































































































図 8 外国人延べ宿泊者数（全国）とジニ係数の推移（47 都道府県，従業者数 10 人以上） 
出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成。 
 








おむね 7 月や 12 月でジニ係数が大きく、逆に 10 月や 11 月でジニ係数が小さい傾向にあっ
た。この結果は延べ宿泊者数全体の結果と近似している。またジニ係数の最大値は 2011 年
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0.686 から 2011 年の 0.757 へと上昇し、同地域内での外国人観光客の宿泊行動に大きな変
化があったことがわかる。北海道・東北地方全体の外国人延べ宿泊者数は 2011 年には約
168.5 万人泊で前年の 256 万人泊と比較して 34.2％減少した。県別でみた場合、前年比で
福島県が 72.5％減、宮城県が 70.0％減、秋田県が 65.2％減と大きく、一番下落率の小さい
北海道でも 26.9％である。このように被災地域を中心とした外国人延べ宿泊者数の減少が
地域格差の拡大に大きく寄与していることがわかる。一方で季節変動については 2 月、7 月
や 12 月においてジニ係数が高く、4 月、10 月や 11 月にジニ係数が低い傾向にあることは
震災後においても基本的には変化はない。 
北信越地方については、2007 年から 2010 年にかけてジニ係数が上昇したものの、2011
年には大幅に下落し、同年 6 月には 0.309 となった。その後は再びジニ係数は上昇してい
る。東海地方は関東地方同様、ジニ係数は一定水準で推移しており、地域内格差は安定し
ていることが窺える。一方、震災の影響が少ないと思われる西日本については、近畿地方
























地方間」で，0.694 から 0.760 へ上昇し、逆に最も縮小したのが「中国地方－四国地方間」
で，0.558 から 0.544 へと減少している。これらの結果から、外国人延べ宿泊者数について





図 10 関東地方とそれ以外の地方間の地域間ジニ係数の推移 
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